
「日本センター」の設立

　２月24日頃から、ロシアのウ
クライナ侵攻が本格化し、毎日の
ように首都キーウ（キエフ）の痛
ましいニュースが次々と伝えられ
ている。戦争は避けられなかった
のか。ロシアの戦争行為は絶対に
許されるものではないが、最終的
には罪のない一般市民を犠牲にし
たという意味で、ロシア政府は言
うまでもなく、ウクライナ政府も
含めて双方の国家指導者の責任は
実に重い。
　ウクライナとは、過去にわが国
の政府開発援助（ODA）で関わ
りのあったことを想い出す。あの
時のキエフ工科大学の先生や生徒
たちは、今頃どうしているのだろ
うか。悲劇的な事態の進展ととも
に、彼らへの懸念は日々深まるば
かりである。
　日本は1991年頃のソ連邦崩壊
後、2002～2003年あたりから旧
社会主義諸国の市場経済化を
ODAベースで支援することにな
った。その対象国は東南アジアの

ベトナム、カンボジア、ラオスに
加え、モンゴル、カザフスタン、
ウズベキスタン、キルギス、ウク
ライナなどの中央アジア、東欧に
も及んだ。これらの国々では当時、
市場経済と言えば「町の市場の経
済」ぐらいにしか考えておらず、
本格的なマーケット論を伝授する
のに当初は手こずった。ところが、
そのうちマーケットの意味を理解
するようになると、例えばモンゴ
ル（ウランバートル）のパン屋は
「食パン」だけの計画的な商いか
ら、「菓子パン」作りに乗り出し
て、徐々にパン作りの付加価値を
広げていった。つまり、新しいパ
ン市場を創出したのである。
　こうした市場経済という考え方
を伝授するため、日本政府は
2002年頃から無償資金協力ベー
スで上記の各国に市場経済化支援
のための現地拠点として、国際協
力機構（JICA）による「日本セ
ンター」を開設した。
　当時、筆者は日本センター事業
支援委員会の委員長として、各国
の日本センターを訪問した。それ

らは、ベトナム（ハノイ、ホーチ
ミン）から始まり、カンボジア、
ラオス、モンゴル、ウズベキスタ
ン、キルギス、カザフスタン、ウ
クライナに及んだ。
　例えば、ベトナムでは市場経済
論から自由貿易、経営の実践ノウ
ハウまで含めた幅広い研修コース
を設けた。そして、ベトナムに進
出した日本企業関係者の経験談も
コースに盛り込まれた。
　一方、中央アジアのウズベキス
タン、カザフスタンでは株式会社
経営論から自由貿易論まで、幅広
い実践的な講義に若い受講生たち
は目を輝かせていた。現実は、長
い社会主義体制の中で偏った縁故
主義がはびこり、新進気鋭の若者
たちの出番が失われており、彼ら
は外国との交流、交易で新しい世
界へ飛び出そうとしていた。

自由世界への開眼か

　これら日本センターのうち、ウ
クライナでは2006年５月から５
年間、つまり、2011年までキエ
フ工科大学を拠点に市場経済化に

関する経営講座を開設し、新たな
ビジネス感覚を広めていった。今
思うと、こうしたことがウクライ
ナ人の自由世界への開眼を加速さ
せたのではないだろうか。
　ウズベキスタン、カザフスタン、
キルギスは中央アジアに分類され
るが、ウクライナは東欧に分類さ
れるだろう。つまり、ウクライナ
人はカザフスタン、ウズベキスタ
ンなどの中央アジア人とはまった
く異なる文化的ルーツ、どちらか
と言うとヨーロッパにも近い文化
的ルーツを持っているように感じ
る。
　ところで、中央アジアを旅して
みると、本来の民族的遺産は言う
までもなく、ソ連邦時代に築かれ
た多くの産業技術的な遺産も目に
付く。例えば、広大なカザフスタ
ン平原は、今では宇宙ステーショ
ン基地として知られているが、か
つては核実験場でもあった。他方、
研究・技術力の面では機械工業、
なかでも飛行機（ジェット）エン
ジンの研究開発などでも知られる
存在のようである。
　他方、ウクライナは植物業、原
子力開発研究などでも知られる存
在だと言う。おそらく、ソ連邦時
代は各国で色々な技術開発を分散
的に行い、それをモスクワが集中
管理するというシステムがとられ
ていたのではなかろうか。だから、
ロシアのウクライナへの執着心は、
黒海など地政学的な関心のみなら
ず、原子力研究といった頭脳的な
蓄積などにも向けられているので
はかなろうか。
　それでは、次に、もう少し紛争

の根幹を追ってみよう。

ヨーロッパとの谷間で

　ロシアのウクライナ
への執着心は、安全保
障という面では、
（１）首都モスクワに
最も近い国であること、
（２）外海への出口と
なる黒海という戦略的
要衝を抱えていること、（３）地
政学的に見て、良きにつけ悪しき
につけロシアとヨーロッパとの緩
衝地帯に存在すること。別な見方
ではロシアにとって、ヨーロッパ
に対する最大の安全保障地帯であ
ること、（４）ロシアの胃袋を満
たす穀倉地帯であることなどが考
えられる。
　これをヨーロッパから見ると、
ウクライナを味方に引き入れる
ことができたら、ロシアに対し
て戦略的に絶対的な優位に立つ
ことができる。そうした中で、
ウクライナのヴォロディミル・
ゼレンスキー大統領は、北大西
洋条約機構（NATO）、欧州連
合（EU）に猛烈に傾斜している。
その姿を見ていると、ヨーロッ
パによる勧誘が成功しているこ
とが明白である。
　ただ、ゼレンスキー大統領が明
けても暮れてもNATO加盟を叫
ぶごとに、今度はヨーロッパが事
の重大さを考えて、最近ではブレ
ーキをかけ始め、ゼレンスキー大
統領のNATO加盟を叫ぶ音量が
小さくなっているように聞こえる。
　つまり、ヨーロッパ側には、そ
れが今回のロシア侵攻の引き金に

なった、という論調を極力排除し
ようという意図が見て取れる。こ
の筋書きで考えると、ロシアがヨ
ーロッパによるロシア潰しにまん
まと引っ掛かったと言えないこと
もない。ヨーロッパ人の巧妙さは
歴史的にも知られているからだ。
　そう考えると、ウクライナが安
全に生きる道を探ることは難しい
かもしれないが、NATOにも傾
斜しない、一方でロシアにも傾斜
しない完全中立の道しか残されて
いないのではなかろうか。
　2003年、ウクライナのキエフ
工科大学内の日本センターで筆者
が講演をした時、参加者から東南
アジア諸国連合（ASEAN）に関
する質問が多かったことを想い出
す。それは、今思うと、大国の谷
間にあって、小国がどう生きてい
くかに悩み、その将来を考えてい
たのではないだろうか。
　ヨーロッパとロシアは互いに思
想、そして領土的な陣取り合戦を
繰り返すだけでなく、ヨーロッパ
とロシアとの谷間で生きなければ
ならないウクライナなど、弱小国
の中立化を担保するような国際的
な枠組みづくりを考えてもらいた
い。

　

ウクライナと日本の国際協力
「市場経済化支援」の中で
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ポーランドのワルシャワ・セントラル・ステーションに構えられたウクライナ避難民のた
めの支援物資配布所。多くの避難民、そして彼らの支援に駆け付けたNGOや市民
で込み合っている＝写真はUNHCR提供

特集特集 欧州ODA戦略
ウクライナ危機の衝撃はウクライナ危機の衝撃は

　2022年２月に勃発し、情勢が激化しているウクライナ危機。地理的に近く、歴
史的にも同国と関係の深い欧州ドナーは、政府開発援助（ODA）も活用しながら
積極的な支援を展開しており、今後の欧州援助の在り方も変わっていく可能性
があるとみられている。そもそも、欧州連合（EU）や英国、ドイツなどの欧州ドナ
ーは昨今、政権交代やコロナ禍に伴う経済停滞、気候変動などの地球規模課題
を受け、その開発政策は変化の最中にあった。世界および日本の開発協力の行
方を占う上でも欠かせない欧州ドナーの政策と戦略を探る。
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2．日欧連携の行方
     ストックホルム商科大学 欧州日本研究所 教授　マリー・ソデルベリー氏
     日EU戦略的パートナーシップ協定（SPA） プロジェクトコーディネーター　山本 愛一郎氏

3．日本の動き
     インド太平洋とアフリカで連携を強化
     国際協力機構（JICA）フランス事務所長　稲田 恭輔氏
     日本企業の案件受注は可能か

1．アジア見据える主要ドナー
     EU：「地理的選択」と「価値観の浸透」を重視
     【Interview】 武蔵大学 人文学部 ヨーロッパ文化学科 教授　平野 千果子氏
     英国：貿易やインフラ投資に注力
     グローバル開発センター（CDG）欧州開発協力研究所 共同ディレクター　
     イアン・ミッチェル氏
     EBRD：サブサハラで支援先の拡大を検討
     欧州復興開発銀行（EBRD） 事務局長　小口 一彦氏
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欧州ODA戦略～ウクライナ危機の衝撃は

2022.5　国際開発ジャーナル 19IDJ　May 202218

　こうした地理的優先度が設けら
れている中で、EUのODAの割り
当てを見てみると、地域別ではサ
ブサハラ・アフリカの割合が大き
いものの、国別ではトルコなどの
EU加盟申請国やウクライナをは
じめとする東方パートナーシップ
諸国（※1）、エジプトなどの北ア
フリカ諸国など、地理的にEUに
近い国へとより支援を傾けている
のが分かる＝左ページ地図。
　これら近隣の国々は、中所得国
に分類される国も多い。しかし、
EUは、1991年のソ連崩壊以降、
東欧諸国や旧ソ連諸国に対する市
場経済への移行・民主主義構築の

ため、財政支援や技術協力などに
注力してきた経緯がある。2004
年にはEUは東南に位置する近隣
国の制度改革や経済発展を支援す

る「欧州近隣政策（ENP）」を
発表。ENP対象国（※2）への
ODAの割合は今も増加傾向にあ
る＝下グラフ。

危機で強まる連帯感

本誌56～58ページに登場する
（特活）ピースウィンズ・ジャパ
ンの福井美穂氏は、ロシアのウク
ライナへの侵攻から２日後の２月
26日に日本を出発し、同日夜、
ポーランドに到着した。避難民へ
の支援を展開するため、現地
NGOなどとの調整や情報収集を
行うためだ。そこで彼女が目にし
たのは、ウクライナから逃れてき
た人々を受け入れるため、ワルシ
ャワ市が急遽設立した施設で昼夜
問わずボランティア活動に勤しむ
大勢の市民の姿だった。「仕事を
休んでくる人も多かった。『ウク
ライナの人のために何かしたい』。
そんな強い想いを各所で耳にし
た」と福井氏は振り返る。
　献身的に寄り添っているのは、
ウクライナに近接し、言葉や文化

に共通点も多い東欧諸国の市民だ
けではない。ドイツやフランスな
どの西欧諸国も、ウクライナの危
機を他人事としては位置づけてい
ない。「今、ヨーロッパ市民はこ
れまでに見たことのない連帯感を
示している」と、（株）パデコの
ドリアン・バッセ氏＝34～35ペ
ージに関連記事＝は、母国フラン
スの様子を語る。
　ヨーロッパを包む“連帯感”を
生み出すのに大きな役割を果たし
ているのは、欧州連合（EU）と
いう共同体の存在もあるだろう。
西欧諸国を中心に構成されるEU
は、2020年の英国離脱もあり、
必ずしも「EU＝ヨーロッパ地
域」とは言えない。しかし、資源
の共同管理から始まり、経済統合、
そして政治統合をも見据えるこの
巨大な共同体構想は、たしかに加
盟国間の協調と連帯を推進する原

動力となってき
たと言える。
　この欧州の協
調、連帯強化は、
政府開発援助
（ODA）でも
見られる＝19ペ
ージのコラム参
照 。 欧 州 の
ODAは、EUが
自ら実施する
ODAと各加盟

国のODAを合わせると、世界の
ODAの約半分の規模を誇る。そ
して規模だけでなく、開発協力の
理念や政策における国際的な議論
でも、欧州ドナーは大きな影響を
持つ。この欧州ODAが、ウクラ
イナ危機も受けてどう変わろうと
しているのか。それを探る上で、
ここではEUの援助政策の潮流に
着目したい。

地政学的な安定も重視

　EU予算で実施されるODAの大
半は、国際機関への拠出金ではな
く二国間援助だ。その対象国から
EUの外交戦略が垣間見える。
　開発協力の世界では、国を所得
水準で分類することが一般的だが、
EUのODAにおける地理的分類の
仕方は異なると、山本愛一郎氏＝
30～31ページ＝は指摘する。同
氏は、2012年から国際協力機構
（JICA）の初代の欧州連合首席
駐在員（在ブリュッセル）を務め、
EUやEU諸国の援助関係者らとの
調整や情報収集を行った人物だ。
「EUが援助を含む対外行動で重
視しているのは、第一に『EU加
盟申請国』、次に『EU近隣諸
国』となり、その後にEU諸国の
旧植民地が多い『サブサハラ・ア
フ リ カ 、 中 南 米 、 太 平 洋
（ACP）地域』が続く」と、山
本氏は語る。

アジア見据える主要ドナー1

EU

影響力拡大に向け、加盟申請国・近隣諸国に重点
「地理的選択」と「価値観の浸透」を重視

進むE U内協調

「拡大」のみならず、「深化」も
効率化に向けた３つのアプローチ　 　
　ODAをツールに世界への影響力を拡大さ
せているEU。同時に、EU域内の行政統合の
推進など、加盟国間の関係の深化も目指して
いる。その一環として、EUそしてEUの各加
盟国は、ODAでの協調もより強化していこ
うと模索している。
　EU関連のODAは、EUの予算で実施する
事業と、加盟国が自国予算で実施する事業の
２層構造となっているが、これまで両事業の
重複がたびたび問題視されてきた。この課題
を受け、EUは2011年、援助協調を推進する
「EU援助の効果を高める改革のためのアジ
ェンダ」を採択。これを受けて進んでいるの
が、①資金ブレンディング、②援助委託、③
ジョイント・プログラミングだ。
　①は、ドイツ復興金融公庫（KfW）やフラ
ンス開発庁（AFD）などの各加盟国の開発
金融機関が途上国に対して融資を行う際、利
子の何割かをEUが無償資金として供与し、
肩代わりするものだ。
　②は、EUが自らのODA事業を加盟国の
ODA機関に委託する取り組みだ。本誌16～
17ページで述べているとおり、欧州各国の
ODA機関の注力分野は異なる。例えばドイ

ツの国際協力公社（GIZ）は職業訓練が得意
であり、AFDはアフリカの仏語圏において
強いネットワークを有する。EUは、こうし
た各国の強みを生かす形で事業を委託し、よ
り効率的な事業執行を図っている。
　③では、EUと各加盟国のODA機関が集ま
り、どの国がどの国を対象に、どの分野で事業
を展開するのかを取り決めている。事業の重
複を避け、EUおよび加盟国全体でより効率的
なODA事業を実施していくための調整だ。

進む調整にEU内外から懸念も
　EUが打ち出した新しい予算枠組み「近隣
諸国・開発・国際協力予算（NDICI-Global）」
＝21ページに詳細＝でも、こうしたEU内の
援助協調を積極的に進めて方針を示してい
る。一方で、協調が進むことにはEU域内外
からは懸念も出ている。
　ODA対象国からは、「EUの各加盟国と交
渉する余地がなくなる」という声が聞かれ
た。例えばエチオピアは、EUや多くのEU加
盟国とそれぞれ交渉しながら、多くのODA
を受け入れている。その交渉においては、時
にはドナー同士で競争させて援助を引き出す
こともあるという。同国のある政府関係者
は、「交渉があるからこそ、われわれの関係

性は『ドナーと受け手』という一方通行のも
のではなく、より対等なものになる。EUの
枠内であらかじめ調整が行われてしまえば、
調整後の結果を与えられるだけの“一方通
行”な関係性になってしまう」と語る。さら
には、「協調により交渉相手が限定されると
なると、EUと競わせる相手として中国の存
在感が強まるだろう」とも付け加えた。
　またEU加盟国からも、援助調整は必ずし
も自国の戦略や優先事項が反映されるわけで
はないことから、不満の声が漏れている。
NDICI-Globalではジョイント・プログラミン
グへの参加はあくまで“任意”とされてい
る。加盟国がどれくらい前向きに参加するの
か、今後様子を見る必要がある。
　こうした不満がある中で、ODAに限らず
加盟国間の行政統合を進めるEUに反発し、
離脱したのが英国だ。この離反を受けて、
EU内では強引な行政統合の推進には慎重姿
勢も見られるようになっているという。とは
いえ、EUとEU加盟国のODAの規模合わせ
ると世界のODAの約半分を占める。統合が
進めば、EUは今まで以上の存在感と影響力
を発揮する援助共同体になる。今後どのよう
な協調、統合を進めていくのか、その動向は
日本も注視していく必要があるだろう。
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